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第 1 節  企業概要、競争環境、移転・拡張 
  本節では、回答企業の属性、競争環境、移転・拡張について整理する。 
 
1.  回答企業の概要 
回答企業の属性を、本社所在地、業種、企業年齢、規模や業績に関する変数に関して整
理する。 
表 1   
地区  観測値数  構成比(%)
東大阪  289  15.80  
浜松  306  16.73 
大田区  309  16.89 
大田区外  925  50.57 
計  1,829  100 
表 2 
    観測値数  構成比(%) 
非鉄金属  62  3.45
金属製品  288  16.04
一般機械器具  130  7.24
電気機械器具  197  10.97
情報通信機械器具  30  1.67
電子部品・デバイス  46  2.56
輸送用機械器具  108  6.02
精密機械器具  138  7.69
食料品・飲料・たばこ・飼料  67  3.73
繊維  60  3.34
木材・木製品  48  2.67
パルプ・紙・紙加工品  24  1.34
印刷・同関連  86  4.79
化学  27  1.50 
石油製品・石炭製品  6  0.33
プラスチック製品  108  6.02
ゴム製品  9  0.50 
なめし革・同製品・毛皮  2  0.11
窯業・土石製品  21  1.17
鉄鋼  36  2.01
その他製造業  206  11.48
製造業以外  96  5.35
計  1,795  100










企業年齢は、企業の創業年から回答時点である 2009 年までの期間を計測している。表 3
をみると、最も回答企業比率が高いのが社歴 31～40 年とする区分で、41～50 年、21～30
年がそれに続く。社歴 10 年以下の若い企業や社歴 70 年超の老舗企業も、それぞれ全体の
8%、6%存在している。 
表 3 
    0～10 年  11～20 年  21～30 年 31～40 年 41～50 年 51～70 年 70 年超  計 
観測値数  147  196  268  361  340  330  113  1,755 





調査） と比較することで、 今回の回答企業がどのような位置にあるかを知ることができる。 
表 4 












10 億円超  計 
観測値数  289  177  340  157  145  203  1,311 
構成比（％）  22.04  13.50   25.93 11.98 11.06 15.48  100












3 億円超  計 
観測値数  293  673  475  72  70  71  1,654 
構成比（％）  17.71  40.69  28.72 4.35 4.23 4.29  100












10 億円超  計 
観測値数  312  199  396  190  182  244  1,523 
構成比（％）  20.49  13.07  26.00  12.48 11.95 16.02  100












10 億円超  計 
観測値数  558  196  290  97  106  136  1,383 
構成比（％）  40.35  14.17  20.97 7.01 7.66 9.83  100
従業員数               4 
 
    0～5 人  6～20 人  21～50 人  51～100 人 101～300 人 301 人以上  計 
観測値数  514  762  329  119  54  12  1,790 
構成比（％）  28.72  42.57  18.38 6.65 3.02 0.67  100
従業員数について、中小企業実態基本調査のうち法人製造業企業では、5 人以下のごく小
規模な企業の比率は 48%、20 人以下の比率は 31%、50 人以下は 12%、100 人以下は 9%、





ると、資本金では 1 千万円以下の企業が少ないこと、売上高では 1 億円以下の企業が少な
いことが分かる。 
  規模以外の企業の属性に関する変数としては、直近決算期における営業利益額を尋ねて















3 億円以上  計 
観測値数  498  429  274  85  54  40  1,380 
構成比(%)  36.09  31.09  19.86 6.16 3.91 2.90   100
表 6 
        減少  やや減少  横ばい  やや増加  増加  計 
過去１年間の業績  売上高  1,081  313  204  126  65  1,789 
       60.42 17.50  11.40  7.04 3.63  100
    営業利益  1,108  255  193  127  64  1,747 
        63.42 14.6 11.05 7.27 3.66  100
過去３年間の業績  売上高  771  404  275  216  108  1,774 
        43.46 22.77 15.50  12.18 6.09  100
    営業利益  798  397  258  191  96  1,740 
        45.86 22.82 14.83 10.98 5.52  100
過去 1 年間及び 3 年間における業績の変化を売上高と営業利益について示したものが、
表 6 である。調査時点である 2009 年 12 月を 1 年前（2008 年 12 月）、3 年前（2006 年 12
月）と比べる限りにおいては、減少と回答する企業の比率が非常に多い。特に、1 年前と比









2.  ライバル企業の有無、移転・拡張の経験・今後の予定 







    はい  いいえ  計 
観測値数  1613  185  1798 
構成比(%)  89.71  10.29 100
表 8 
ライバル企業の有無別従業員数、売上高営業利益率（中位値） 
    従業員数  売上高営業利益率(%) 
いる  12  1.14  
いない  5  1.77  
ライバル企業の所在地別従業員数・売上高営業利益率（中位値） 
    従業員数  売上高営業利益率(%) 
同じ市町村内  10  0.46  
同じ都道府県 12  0.87  
同じ地方  14  1.01  
日本国内  15  1.38  
海外  15  0.55  
ライバル企業の所在地としては、国内を挙げる企業の比率が、海外を挙げる企業の比率
を大きく上回っている。なお、海外にライバル企業が存在すると回答した企業が 23%いる













(2)  製造拠点の移転・拡張 
  次に、回答企業が、所在する市区以外の地域に製造拠点を移転・拡張した経験を集計し
たものが、表 9 である。移転・拡張経験のある企業は、約 2 割存在する。企業規模が大き
くなるほど、移転・拡張経験のある企業の比率は増える。5 人以下の企業では経験のある企




   あ る   な い   計  
観測値数  341  1,446  1,787 
構成比(%)  19.08  80.92 100
表 10 
    １位  ２位  ３位 
    観測値数 構成比(%) 観測値数 構成比(%)  観測値数  構成比(%)
資本関係にある企業が移転した  8  2.49 0  0  0  0
取引先企業が移転した  45  14.02 9  4.11  6  3.66
情報交換する企業が移転した  2  0.62 2  0.91  1  0.61
拡張するための土地や貸工場が存在しない  87  27.10  47  21.46  18  10.98
近隣住民との関係で操業が困難  29  9.03 26  11.87  19  11.59
地価・賃料が高い  45  14.02 54  24.66  34  20.73
税金が高い  0  0 3  1.37  3  1.83
人材確保が困難  25  7.79 33  15.07  30  18.29
人件費が高い  19  5.92 27  12.33  33  20.12
資材搬入、生産物搬出が困難  5  1.56 10  4.57  8  4.88
行政の支援が少ない  5  1.56 3  1.37  5  3.05
その他  51  15.89 5  2.28  7  4.27
計  321  100 219  100  164  100




























国 内           
    東京都  神奈川県  大阪府  静岡県 
都道府県  観測値数  構成比(%)  観測値数 構成比(%) 観測値数 構成比(%) 観測値数  構成比(%) 
北海道  0  0  1  0.75 0  0 0  0 
青森県  0  0  4  3.01 0  0 0  0 
岩手県  0  3.17  4  3.01 0  0 0  0 
宮城県  6  4.76  1  0.75 0  0 0  0 
秋田県  4  3.17  4  3.01 0  0 1  7.14 
山形県  11  8.73  5  3.76 0  0 1  7.14 
福島県  1  0.79  8  6.02 0  0 0  0 
茨城県  9  7.14  11  8.27 0  0 0  0 
栃木県  8  6.35  8  6.02 1  2.22 0  0 
群馬県  5  3.97  1  0.75 0  0 0  0 
埼玉県  10  7.94  6  4.51 0  0 1  7.14 
千葉県  18  14.29  4  3.01 1  2.22 0  0 
東京都  10  7.94  7  5.26 1  2.22 0  0 
神奈川県  14  11.11  33  24.81 0  0 0  0 
新潟県  8  6.35  6  4.51 0  0 0  0 
富山県  1  0.79  0  0 1  2.22 1  7.14 
石 川 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
福 井 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
山梨県  2  1.59  5  3.76 0  0 0  0 
長野県  3  2.38  3  2.26 0  0 0  0 
岐阜県  2  1.59  0  0 1  2.22 0  0 8 
 
静岡県  4  3.17  7  5.26 1  2.22 7  50 
愛知県  1  0.79  1  0.75 1  2.22 2  14.29 
三重県  1  0.79  0  0 7  15.56 0  0 
滋賀県  0  0  2  1.50  3  6.67 0  0 
京都府  0  0  0  0 2  4.44 0  0 
大阪府  1  0.79  4  3.01 11  24.44 0  0 
兵庫県  2  1.59  0  0 2  4.44 0  0 
奈良県  0  0  0  0 7  15.56 0  0 
和歌山県  0  0  2  1.5 1  2.22 0  0 
鳥 取 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
島 根 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
岡山県  0  0  0  0 2  4.44 0  0 
広 島 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
山 口 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
徳島県  0  0  0  0 1  2.22 0  0 
香川県  0  0  0  0 1  2.22 0  0 
愛 媛 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
高知県  0  0  1  0.75 0  0 0  0 
福岡県  0  0  3  2.26 0  0 0  0 
佐 賀 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
長 崎 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
熊本県  0  0  0  0 0  0 1  7.14 
大分県  1  0.79  0  0 0  0 0  0 
宮崎県  0  0  0  0 1  2.22 0  0 
鹿児島県  0  0  1  0.75 0  0 0  0 
沖縄県  0  0  1  0.75 0  0 0  0 
計  126  100  133  100 45  100 14  100 
海 外                           
    東京都  神奈川県  大阪府  静岡県 
国  観測値数  構成比(%)  観測値数 構成比(%) 観測値数 構成比(%) 観測値数  構成比(%) 
アメリカ  0  0  1  5.26 0  0 0  0 
インド  0  0  0  0 0  0 0  0 
インドネシア  0  0  0  0 0  0 1  50 
タイ  1  14.29  1  5.26 0  0 1  50 
中国  5  71.43  16  84.21 4  80 0  0 
フィリピン  0  0  0  0 1  20 0  0 
ベトナム  0  0  1  5.26 0  0 0  0 
ミャンマー  0  0  0  0 0  0 0  0 
アジア  0  0  0  0 0  0 0  0 
台湾  1  14.29  0  0 0  0 0  0 
香 港   0  0   0  0 0  0 0  0  
韓 国   0  0   0  0 0  0 0  0  
海 外   0  0   0  0 0  0 0  0  
イ ギ リ ス   0  0   0  0 0  0 0  0  
計  7  100  19  100 5  100 2  100 9 
 
現在所在する市区から移転・拡張した場合、移転・拡張先を選定した理由を重要度順に




    １位  ２位  ３位 
    観測値数  構成比(%)  観測値数  構成比(%) 観測値数  構成比(%) 
資本関係にある企業がある  7  2.22 0  0 1  0.56
取引先企業がある  71  22.54 18  7.35 8  4.47
情報交換する企業がある  2  0.63 6  2.45 3  1.68
土地や貸工場がある  90  28.57 43  17.55 18  10.06
地価・賃料が安い  48  15.24 62  25.31 22  12.29
近隣住民との関係が良好  5  1.59 19  7.76 19  10.61
税金が安い  0  0 3  1.22 3  1.68
人材確保が容易  28  8.89 31  12.65 27  15.08
人件費が安い  15  4.76 30  12.24 40  22.35
資材搬入、生産物搬出が容易  9  2.86 20  8.16 22  12.29
行政の支援が魅力的  5  1.59 8  3.27 11  6.15
その他  35  11.11 5  2.04 5  2.79
計  315  100 245  100 179  100
  回答企業が、今後、所在する市区以外の地域に製造拠点を移転・拡張する予定の有無を
集計したものが、表 13 である。移転・拡張予定の企業、検討中や検討したことがある企業
を合わせると 1 割弱である。 
表 13 
   あ る  
検討したことが
ある又は検討中
ない  計 
観測値数  38  123  1,598  1,759 
構成比(%)  2.16  6.99 90.85 100














    １位  ２位  ３位 
    観測値数 構成比(%) 観測値数 構成比(%)  観測値 構成比(%)
資本関係にある企業が移転した  2  1.46 1  1.18  1  1.64
取引先企業が移転した  7  5.11 3  3.53  0  0
情報交換する企業が移転した  0  0 2  2.35  2  3.28
拡張するための土地や貸工場が存在しない  31  22.63 17  20.00  5  8.20
近隣住民との関係で操業が困難  11  8.03 13  15.29  6  9.84
地価・賃料が高い  27  19.71 23  27.06  12  19.67
税金が高い  2  1.46 2  2.35  2  3.28
人材確保が困難  4  2.92 10  11.76  11  18.03
人件費が高い  6  4.38 11  12.94  7  11.48
資材搬入、生産物搬出が困難  6  4.38 0  0  6  9.84
行政の支援が少ない  4  2.92 2  2.35  7  11.48
その他  37  27.01 1  1.18  2  3.28
計  137  100 85  100  61  100
移転・拡張予定先については、実際の移転・拡張先を集計した表 11 と同様に、所在市区










国 内           
    東京都  神奈川県  大阪府  静岡県 
都道府県  観測値数 構成比(%)  観測値数 構成比(%) 観測値数 構成比(%) 観測値数  構成比(%) 
北 海 道   0  0   1   2 . 5 6 0  0 0  0  
青 森 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
岩 手 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
宮 城 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
秋 田 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
山 形 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
福 島 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
茨城県  3  7.32  0  0 0  0 0  0 
栃 木 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
群馬県  1  2.44  0  0 0  0 0  0 
埼玉県  5  12.20   2  5.13 0  0 0  0 
千葉県  5  12.20   1  2.56 0  0 0  0 
東京都  12  29.27  4  10.26 2  9.52 4  30.77 11 
 
神奈川県  13  31.71  26  66.67 0  0 0  0 
新 潟 県   0  0   1   2 . 5 6 0  0 0  0  
富 山 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
石 川 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
福 井 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
山 梨 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
長野県  1  2.44  1  2.56 0  0 0  0 
岐 阜 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
静岡県  0  0  1  2.56 0  0 8  61.54 
愛 知 県   0  0   0  0 0  0 1   7 . 6 9  
三 重 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
滋 賀 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
京都府  0  0  0  0 1  4.76 0  0 
大阪府  0  0  1  2.56 14  66.67 0  0 
兵 庫 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
奈良県  0  0  0  0 1  4.76 0  0 
和歌山県  0  0  0  0 0  0 0  0 
鳥 取 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
島根県  0  0  0  0 1  4.76 0  0 
岡 山 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
広 島 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
山 口 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
徳 島 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
香 川 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
愛 媛 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
高 知 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
福 岡 県   0   0   1  2 . 5 6 1  4 . 7 6 0   0  
佐 賀 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
長 崎 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
熊本県  0  0  0  0 1  4.76 0  0 
大 分 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
宮 崎 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
鹿児島県  1  2.44  0  0 0  0 0  0 
沖 縄 県   0  0   0  0 0  0 0  0  
計  41  100  39  100 21  100 13  100 
海 外           
    東京都  神奈川県  大阪府  静岡県 
国  観測値数 構成比(%)  観測値数 構成比(%) 観測値数 構成比(%) 観測値数  構成比(%) 
アメリカ  0  0  1  6.25 1  33.33 1  20 
インド  0  0  1  6.25 0  0 0  0 
インドネシア  0  0  0  0 0  0 1  20 
タイ  1  25.00  2  12.5 1  33.33 0  0 
中国  1  25.00  10  62.50 1  33.33 2  40 
フィリピン  0  0  1  6.25 0  0 0  0 
ベトナム  1  25.00  0  0 0  0 0  0 
ミャンマー  1  25.00  0  0 0  0 0  0 12 
 
アジア  0  0  1  6.25 0  0 1  20 
台 湾   0  0   0  0 0  0 0  0  
香 港   0  0   0  0 0  0 0  0  
韓 国   0  0   0  0 0  0 0  0  
海 外   0  0   0  0 0  0 0  0  
イ ギ リ ス   0  0   0  0 0  0 0  0  
計  4  100  16  100 3  100 5  100 
表 16 
    １位  ２位  ３位 
    観測値数  構成比(%) 観測値数 構成比(%) 観測値数 構成比(%) 
資本関係にある企業がある  3  2.31 1  1.03 2  2.86 
取引先企業がある  30  23.08 10  10.31 3  4.29 
情報交換する企業がある  3  2.31 10  10.31 6  8.57 
土地や貸工場がある  28  21.54 21  21.65 8  11.43 
地価・賃料が安い  19  14.62 21  21.65 12  17.14 
近隣住民との関係が良好  3  2.31 6  6.19 5  7.14 
税金が安い  1  0.77 1  1.03 1  1.43 
人材確保が容易  6  4.62 11  11.34 11  15.71 
人件費が安い  6  4.62 7  7.22 10  14.29 
資材搬入、生産物搬出が容易  9  6.92 1  1.03 9  12.86 
行政の支援が魅力的  6  4.62 4  4.12 1  1.43 
その他  16  12.31 4  4.12 2  2.86 
計  130  100 97  100 70  100 
所在する市区から移転・拡張を予定する場合、移転・拡張先の選定理由を重要度順に集





























観測値数  551  606  515  92  305  266  268  1,156 
構成比(%)  47.66 52.42  44.55 7.96 26.38 23.01  23.18  100
 第 1 の点について、項目別に参加の有無を集計したものが表 17 である。参加する企業の
比率が高い順に、業界団体、地元工業会、異業種交流会・勉強会、取引先紹介、共同研究・
技術開発、商談会、受注配分となっている。直接取引とは関係ない活動への参加が最も多
い中で、研究・技術開発を共同で行う企業の比率が 2 割を超えている。 
 
表 18 










0～5 人  66  80  91  23  65  34  61  235 
    28.09  34.04  38.72 9.79 27.66 14.47  25.96  100
6～20 人  220  248  202  40  136  106  98  498 
    44.18  49.80   40.56 8.03 27.31 21.29  19.68  100
21～50 人  158  159  136  15  69  74  62  261 
    60.54  60.92  52.11 5.75 26.44 28.35  23.75  100
51～100 人  66  62  56  8  25  33  25  92 
    71.74  67.39  60.87 8.70  27.17 35.87  27.17  100
101～300 人  24  39  19  2  4  11  10  43 
    55.81  90.70   44.19 4.65 9.30  25.58  23.26  100
301 人以上  8  7  3  1  2  2  5  8 
    100  87.50   37.50  12.50  25.00  25.00   62.50  100
計  542  595  507  89  301  260  261  1,137 
    47.67  52.33  44.59 7.83 26.47 22.87  22.96  100
                        










0～10 年  28  36  41  8  26  24  41  85 
    32.94  42.35  48.24 9.41 30.59 28.24  48.24  100
11～20 年  43  41  50  11  32  26  42  111 
    38.74  36.94  45.05 9.91 28.83 23.42  37.84  100
21～30 年  59  59  56  10  40  24  34  144 
    40.97  40.97  38.89 6.94 27.78 16.67  23.61  100
31～40 年  97  96  91  16  65  58  41  221 
    43.89  43.44  41.18 7.24 29.41 26.24  18.55  100
41～50 年  113  122  105  20  48  51  49  225 
    50.22  54.22  46.67 8.89 21.33 22.67  21.78  100
51～70 年  152  169  120  21  70  62  37  250 
    60.80   67.60   48.00  8.40  28.00  24.80   14.80  10014 
 
70 年超  47  68  39  5  18  15  18  85 
    55.29  80.00   45.88 5.88 21.18 17.65  21.18  100
計  539  591  502  91  299  260  262  1,121 
    48.08  52.72  44.78 8.12 26.67 23.19  23.37  100



















いる  507  568  476  82  283  247  241  1,061 
    47.79 53.53  44.86 7.73 26.67 23.28  22.71  100
いない  41  36  38  9  21  18  27  91 
    45.05 39.56  41.76 9.89 23.08 19.78  29.67  100
計  548  604  514  91  304  265  268  1,152 
    47.57 52.43  44.62 7.90  26.39 23.00   23.26  100









   あ る   な い   計  
観測値数  1,024  755  1,779 
構成比(%)  57.56  42.44  100
日常的な訪問を行っている企業について、 訪問先の企業数を集計したものが表 21 である。
2～3 社もしくは 4～5 社を訪問するとした企業の比率が全体の 6 割強を占めている。 この訪
問先の企業数は、回答企業の規模に影響を受ける。0～5 人の企業では 30 社以上を訪問する
と回答する比率は 2%に過ぎないが、101 人以上の企業では 30%である。 
表 21 
    1 社  2～3 社  4～5 社  6～9 社  10～19 社 20～29 社 30 社以上  計 
観測値数  44  322  293  138  124  18  67  1,006 
構成比(%)  4.37  32.01  29.13 13.72 12.33 1.79 6.66  100 15 
 
表 22 を見ると、訪問先企業は、販売・受注、仕入・外注など取引先である場合が多い。








その他  計 
観測値数  742  661  320  128  15  1,022 

























































その他  計 
観測値数  499  537  602  542  502  262  8  23  1,016 
構成比(%)  49.11  52.85  59.25  53.35 49.41 25.79 0.79  2.26 100




























その他  計 
1社  
16  20  10  16  15  10  1  2  44 
36.36  45.45  22.73  36.36 34.09 22.73 2.27  4.55 100
2～3 社 
128  138  163  153  135  75  4  5  317 
40.38  43.53  51.42  48.26 42.59 23.66 1.26  1.58 100
4～5 社 
126  157  179  153  147  67  2  8  292 
43.15  53.77  61.30  52.40 50.34 22.95 0.68  2.74 100
6～9 社 
74  82  99  78  76  29  0  1  138 
53.62  59.42  71.74  56.52 55.07 21.01 0  0.72 100
10～19 社 
78  81  84  74  70  47  1  4  123 
63.00  65.85  68.29  60.16 56.91 38.21 0.81  3.25 100
20～29 社 
10  11  13  13  11  6  0  0  18 
55.56  61.11  72.22  72.22 61.11 33.33 0  0 100
30 社以上 
53  40  46  44  40  23  0  2  66 
80.30  60.61  69.70  66.67 60.61 34.85 0  3.03 100
計 
485  529  594  531  494  257  8  22  998 






































その他  計 
グループ 1  431  412  487  447  426  210  3  14  787 
    54.76  52.35  61.88  56.80 54.13 26.68 0.38  1.78 100
グループ 2  68  125  115  95  76  52  5  9  229 
    29.69  54.59  50.22  41.48 33.19 22.71 2.18  3.93 100
計  499  537  602  542  502  262  8  23  1,016 




























①他社から得る情報     
    観測値数  構成比(%) 
製品等の販売市場・販売先に関する情報  609  68.58
製品等の技術分野に関する情報  442  49.77
仕入品市場・他の仕入先に関する情報  377  42.45
仕入品の技術分野に関する情報  214  24.10 
同業者に関する情報  404  45.50
資金調達に関する情報  40  4.50 
人材調達・育成に関する情報  69  7.77
施策・公的支援に関する情報  50  5.63
地域の社会・経済状況に関する情報  174  19.59
計  888  100
②他社に与える情報     
    観測値数  構成比(%) 
製品等の販売市場・販売先に関する情報  332  39.67
製品等の技術分野に関する情報  567  67.74
仕入品市場・他の仕入先に関する情報  237  28.32
仕入品の技術分野に関する情報  246  29.39
同業者に関する情報  252  30.11
資金調達に関する情報  44  5.26
人材調達・育成に関する情報  52  6.21
施策・公的支援に関する情報  68  8.12
地域の社会・経済状況に関する情報  126  15.05
計  837  100
表 26 
    グループ 1  グループ 2 
    観測値数  構成比(%)  観測値数  構成比(%) 
製品等の販売市場・販売先に関する情報  373   69.07  22   35.48  
製品等の技術分野に関する情報  250   46.30  35   56.45  
仕入品市場・他の仕入先に関する情報  211   39.07  14   22.58  
仕入品の技術分野に関する情報  126   23.33  5   8.06  
同業者に関する情報  199   36.85  29   46.77  
資金調達に関する情報  12   2.22  4   6.45  
人材調達・育成に関する情報  24   4.44  5   8.06  
施策・公的支援に関する情報  17   3.15  4   6.45  
地域の社会・経済状況に関する情報  87   16.11  9   14.52  









    はい  いいえ  計 
仕入・外注先  486  642  1,128 
    43.09 56.91 100
販売・受注先  614  588  1,202 
    51.08 48.92 100
同業者  229  765  994 
    23.04 76.96 100
上記以外の民間企業  137  788  925 
    14.81 85.19 100
大学（短大・高専を含む）  139  818  957 
    14.52 85.48 100
公的研究機関（工業試験場）  114  822  936 









仕入・外注先     
    はい  いいえ  計 
いる  438  575  1,013 
    43.24  56.76 100
いない  40  62  102 
    39.22  60.78 100
計  478  637  1,115 
    42.87  57.13 100
販売・受注先     
    はい  いいえ  計 
いる  555  526  1,081 
    51.34  48.66 100
いない  53  57  110 
    48.18  51.82 100
計  608  583  1,191 
    51.05  48.95 100
    
同業者     
    はい  いいえ  計 
いる  214  680  894 
    23.94  76.06 10020 
 
いない  12  79  91 
    13.19  86.81 100
計  226  759  985 
    22.94  77.06 100
上記以外の民間企業     
    はい  いいえ  計 
いる  124  705  829 
    14.96  85.04 100
いない  13  76  89 
    14.61  85.39 100
計  137  781  918 
    14.92  85.08 100
大学（短大・高専を含む）     
    はい  いいえ  計 
いる  117  736  853 
    13.72  86.28 100
いない  22  75  97 
    22.68  77.32 100
計  139  811  950 
    14.63  85.37 100
公的研究機関（工業試験場）     
    はい  いいえ  計 
いる  104  735  839 
    12.40  87.60 100
いない  10  80  90 
    11.11  88.89 100
計  114  815  929 
    12.27  87.73 100
 
 
第 3 節  取引先との関係、情報のやり取り 
本節では、販売・受注、仕入・外注という取引関係に着目し、取引関係の現状とその変
化を調べる。 
1.  取引先数の変化 











    減少  やや減少  横ばい  やや増加  増加  計 
販売・受注先企業総数  300  323  606  350  174  1,753 
    17.11  18.43 34.57 19.97 9.93  100 
  うち所在市区町村内  287  269  783  129  45  1,513 
    18.97  17.78 51.75 8.53 2.97  100 
仕入・外注先企業総数  212  322  795  264  76  1,669 
    12.70  19.29 47.63 15.82 4.55  100 
  うち所在市区町村内  208  299  828  124  29  1,488 






















販売・受注先企業総数           
    減少  やや減少  横ばい  やや増加  増加  計 
グループ 1  127  168  309  230  95  929 
    13.67  18.08  33.26 24.76 10.23 100 
グループ 2  148  139  261  107  71  726 
    20.39  19.15  35.95 14.74 9.78 100 
計  275  307  570  337  166  1,655 
    16.62  18.55  34.44 20.36 10.03 100 22 
 
仕入・外注先企業総数           
    減少  やや減少  横ばい  やや増加  増加  計 
グループ 1  90  172  396  182  47  887 
    10.15  19.39  44.64 20.52 5.30  100 
グループ 2  103  131  358  74  26  692 
    14.88  18.93  51.73 10.69 3.76 100 
計  193  303  754  256  73  1,579 
    12.22  19.19  47.75 16.21 4.62 100 




販売・受注を始めた企業数は、 1～2 社の場合が 28%と最も多く、 3～6 社 （26%） 、 0 社(22%)
がこれに続いている。 仕入・外注を始めた企業数は、 0 社が 34%と最も多く、 1～2 社 （31%） 、
3～6 社（20%）が続いている。一方で、販売・受注をやめた企業数は、1～2 社の場合が 35%
と最も多く、0 社（34%） 、3～6 社（20%）が続いている。仕入・外注をやめた企業数は、0
社が 44%と最も多く、1～2 社（37%） 、3～6 社（13%）が続いている。 




年間で取引先数が減少しているという傾向が、2009 年末に至る 1 年間で反転したとは、現
段階で言うことは難しい。 
  こうした増減の結果、表 32 で現在の取引先数の分布を見ると、販売・受注先数、仕入・
外注先数ともに 11～30 社 （それぞれ 27%、 32%） 、 4～10 社 （24%、 26%） 、 31～100 社 （24%、
26%）の順で多いことが分かる。また、地域毎に販売・受注先数の分布が異なる。特に、東





最 近 1 年 間 に お け る 取 引 先 数 の 変 化         
①取引を始めた企業数          
    0 社  1～2 社  3～6 社  7～10 社  11～30 社 31 社以上  計 
販売・受注先企業総数  247  317  295  120  81  66  1,126 
    21.94  28.15 26.20  10.66 7.19 5.86  100
  うち所在市区町村内  465  195  94  25  24  20  823 
    56.50  23.69 11.42 3.04 2.92 2.43  100
仕入・外注先企業総数  340  308  196  74  46  38  1,002 
    33.93  30.74 19.56 7.39 4.59 3.79  10023 
 
  うち所在市区町村内  456  190  97  18  20  9  790 
    57.72  24.05 12.28 2.28 2.53 1.14  100
②取引をやめた企業数          
    0 社  1～2 社  3～6 社  7～10 社  11～30 社 31 社以上  計 
販売・受注先企業総数  368  378  216  57  34  15  1,068 
    34.46  35.39 20.22 5.34 3.18 1.40   100
  うち所在市区町村内  477  188  71  17  5  3  761 
    62.68  24.70  9.33 2.23 0.66 0.39  100
仕入・外注先企業総数  436  368  131  33  15  1  984 
    44.31  37.40  13.31 3.35 1.52 0.10   100
  うち所在市区町村内  469  222  46  9  2  0  748 
    62.70  29.68 6.15 1.20  0.27 0  100
表 32 
③現在の取引先数               
    0 社  1～3 社  4～10 社  11～30 社 31～100 社  101 社以上  計 
販売・受注先企業総数  5  146  355  410  352  227  1,495 
    0.33  9.77 23.75 27.42 23.55  15.18  100
  うち所在市区町村内  222  320  286  168  108  36  1,140 
    19.47  28.07 25.09 14.74 9.47  3.16  100
仕入・外注先企業総数  15  134  371  458  369  77  1,424 
    1.05  9.41 26.05 32.16 25.91  5.41  100
  うち所在市区町村内  147  304  371  234  85  10  1,151 
    12.77  26.41 32.23 20.33 7.38  0.87  100
表 33 では、販売・受注をやめた理由とその後の対応を調べる。やめた理由としては、多
い順に、販売・受注先の経営危機・倒産(44%)、販売・受注先の廃業（43%） 、販売・受注先




販売・受注をやめた理由     
    観測値数  構成比(%) 
販売・受注先の価格面での厳しい要求  205  29.88
販売・受注先の品質・技術面での厳しい要求  32  4.66
販売・受注先の納期短縮要求  17  2.48
自社が販売・受注先に対して積極的な提案を行わなかった  44  6.41
販売・受注先が内製化を推進  91  13.27
販売・受注先が品目変更・事業転換  67  9.77
販売・受注先の経営危機・倒産  305  44.46
販売・受注先の廃業  293  42.71
販売・受注先の移転  33  4.81
他の販売・受注先を開拓  40  5.83
理由が分からない  23  3.35
その他  52  7.58
計  686  10024 
 
その後の対応     
    観測値数  構成比(%) 
他の取引先の取引量を増やした  178  26.57
公的機関からの紹介を受けた  10  1.49
他の取引先からの紹介を受けた  93  13.88
新しい取引先からの営業を受けた  142  21.19
自社から営業活動  207  30.90
見本市・展示会などへの参加  49  7.31
取引先の加工技術・商品を内製化した  15  2.24
特に対応せず  235  35.07
その他  17  2.54
計  670  100
表 34 
    観測値数  構成比(%) 
仕入・外注先の価格競争力がない  128  23.53
仕入・外注先が必要な品質・技術を提供できない  87  15.99
仕入・外注先が納期の対応できない  50  9.19
仕入・外注先が積極的な提案を行わない  31  5.70 
自社が内製化を推進  54  9.93
自社が品目変更・事業転換  13  2.39
仕入・外注先の経営危機・倒産  150  27.57
仕入・外注先の廃業  300  55.15
仕入・外注先の移転  18  3.31
仕入・外注先が他の販売・受注先を開拓  10  1.84
理由が分からない  7  1.29
その他  40  7.35











(1)  1 位販売・受注先企業の属性と回答企業との関係 













所 在 地           
    東京都  神奈川県  大阪府  静岡県 
都道府県  観測値数 構成比(%)  観測値数 構成比(%) 観測値数 構成比(%) 観測値数  構成比(%)
北海道  0  0.00   2  0.28  0  0.00  0  0.00 
青森県  0  0.00   1  0.14  0  0.00  0  0.00 
岩手県  1  0.20   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
宮城県  2  0.39   4  0.55  0  0.00  0  0.00 
秋田県  1  0.20   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
山形県  1  0.20   2  0.28  0  0.00  0  0.00 
福島県  1  0.20   3  0.41  1  0.35  1  0.33 
茨城県  7  1.38   7  0.96  0  0.00  1  0.33 
栃木県  5  0.99   8  1.10  0  0.00  0  0.00 
群馬県  6  1.18   5  0.69  1  0.35  1  0.33 
埼玉県  17  3.35   20  2.75  1  0.35  4  1.33 
千葉県  12  2.37   8  1.10  3  1.06  0  0.00 
東京都  187  36.88   228  31.40  36  12.68  30  10.00 
神奈川県  62  12.23   144  19.83  0  0.00  5  1.67 
新潟県  1  0.20   1  0.14  0  0.00  2  0.67 
富山県  0  0.00   0  0.00  0  0.00  1  0.33 
石川県  0  0.00   3  0.41  0  0.00  0  0.00 
福井県  1  0.20   1  0.14  0  0.00  0  0.00 
山梨県  2  0.39   2  0.28  0  0.00  0  0.00 
長野県  2  0.39   2  0.28  0  0.00  0  0.00 
岐阜県  1  0.20   0  0.00  1  0.35  0  0.00 
静岡県  6  1.18   5  0.69  0  0.00  127  42.33 
愛知県  3  0.59   11  1.52  9  3.17  15  5.00 
三重県  0  0.00   2  0.28  0  0.00  0  0.00 
滋賀県  0  0.00   0  0.00  4  1.41  1  0.33 
京都府  3  0.59   0  0.00  4  1.41  0  0.00 
大阪府  4  0.79   4  0.55  80  28.17  7  2.33 
兵庫県  5  0.99   3  0.41  14  4.93  0  0.00 
奈良県  0  0.00   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
和歌山県  1  0.20   0  0.00  2  0.70  0  0.00 
鳥取県  0  0.00   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
島根県  0  0.00   0  0.00  1  0.35  0  0.00 
岡山県  0  0.00   3  0.41  0  0.00  0  0.00 26 
 
広島県  1  0.20   0  0.00  2  0.70  0  0.00 
山口県  0  0.00   0  0.00  0  0.00  1  0.33 
徳島県  0  0.00   2  0.28  0  0.00  0  0.00 
香川県  0  0.00   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
愛媛県  0  0.00   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
高知県  1  0.20   8  1.10  0  0.00  0  0.00 
福岡県  1  0.20   0  0.00  2  0.70  1  0.33 
佐賀県  0  0.00   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
長崎県  0  0.00   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
熊本県  0  0.00   1  0.14  0  0.00  0  0.00 
大分県  0  0.00   1  0.14  0  0.00  0  0.00 
宮崎県  0  0.00   1  0.14  0  0.00  0  0.00 
鹿児島県  0  0.00   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
沖縄県  0  0.00   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
              
中国  0  0.00   2  0.28  0  0.00  0  0.00 
米国  1  0.20   1  0.14  0  0.00  0  0.00 
韓国  0  0.00   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
台湾  0  0.00   1  0.14  0  0.00  0  0.00 
英国  0  0.00   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
タイ  1  0.20   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
カナダ  1  0.20   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
その他海外  2  0.39   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
不明  168  33.14   240  33.06  123  43.31  103  34.33 
計  507  100  726  100 284  100 300  100
表 36 では、1 位販売・受注先企業の従業員数を集計している。回答企業よりも企業規模
が大きい場合が大半を占めており、 20 人以下の小規模企業の比率は 15%に過ぎない一方で、
301 人以上の企業は 45%に上る。回答企業の規模の違いによる差異は大きい。5 人以下の企
業のうち、301 人以上の 1 位販売・受注先と取引する比率は 30%である一方で、101 人以上
の企業のうち、こうした大企業と取引する比率は 83%に上る。地域間の違いもある程度存
在しており、大田区や大田区以外の広域京浜地域では、規模の大きな企業との取引が比較
的多い。具体的には、301 人以上の企業が 1 位である比率は、東大阪、浜松ではそれぞれ
39%、 38%であるのに対して、 大田区、 大田区以外の京浜地域では 48%、 49%となっている。 
表 36 








観測値数  64  122  155  128  227  210  362  1,268 
構成比(%)  5.05  9.62  12.22 10.09 17.90  16.56 28.55  100






取引年数                 
    2 年以下  5 年以下  10 年以下 15 年以下 20 年以下 30 年以下 30 年超  計 
観測値数  47  75  190  146  195  248  402  1,303 
構成比(%)  3.61  5.76  14.58 11.20  14.97 19.03 30.85  100











    観測値数  構成比(%)
非鉄金属  22  1.77
金属製品  102  8.23
一般機械器具  67  5.40 
電気機械器具  105  8.47
情報通信機械器具  52  4.19
電子部品・デバイス  46  3.71
輸送用機械器具  130  10.48
精密機械器具  86  6.94
食料品・飲料・たばこ・飼料 30  2.42
繊維  25  2.02
木材・木製品  15  1.21
パルプ・紙・紙加工品  4  0.32
印刷・同関連  32  2.58
化学  20  1.61
石油製品・石炭製品  5  0.40 
プラスチック製品  52  4.19
ゴム製品  5  0.40 
なめし革・同製品・毛皮  1  0.08
窯業・土石製品  7  0.56
鉄鋼  24  1.94
その他製造業  77  6.21
農林漁業  0  0
鉱業  0  0
建設業  58  4.68
電気・ガス・熱供給・水道業 6  0.48
情報通信業  9  0.7328 
 
運輸業  5  0.40 
卸売業  95  7.66
小売業  34  2.74
金融・保険業  2  0.16
不動産業  1  0.08
飲食店・宿泊業  4  0.32
医療・福祉  12  0.97
教育・学習支援業  8  0.65
サービス業  22  1.77
その他  77  6.21
計  1,240  100
表 39 
    20％以下  40％以下  60％以下 80％以下 80％超  計 
観測値数  374  410  232  166  109  1,291 
構成比(%)  28.97  31.76  17.97 12.86 8.44 100
表 40 では、1 位販売・受注先企業との関係を集計している。回答企業の技術・商品が取




    観測値数  構成比(%) 
親会社  224  18.84
子会社  13  1.09
系列会社  30  2.52
技術提携先  54  4.54
自社にとって取引先の技術商品が不可欠  100  8.41
自社の技術・商品が取引先にとって不可欠  657  55.26
自社が人材を派遣する先  10  0.84
自社が人材を受け入れる先  1  0.08
自社が資金繰り支援を行う先  1  0.08
自社が資金繰り支援を受ける先  5  0.42
自社が取引に必要な設備投資を行っている  53  4.46
その他  158  13.29
計  1,189  100
表 41 






廻し手形  計 
観測値数  858  529  6  61  30  1,266 
構成比(%)  67.77  41.79 0.47 4.82 2.37  100










週復数回 週に 1 回  月に 1 回 
四半期に 1
回 




①面談の回数  145  332  228  351  100  57  58  1,271 
    11.41  26.12 17.94 27.62 7.87 4.48  4.56 100
②電話・ファクスの回数  557  447  158  76  11  15  19  1,283 
    43.41  34.84 12.31 5.92 0.86 1.17  1.48 100
③電子メールの回数  349  324  145  94  23  20  106  1,061 
    32.89  30.54 13.67 8.86 2.17 1.89  9.99 100
表 42 では、1 位販売・受注先との情報交換の頻度を集計している。面談、電話・ファク
ス、電子メールをやり取りする頻度として最も多いのは、それぞれ、月 1 回（28%） 、1 日 1
回以上（43%） 、1 日 1 回以上（33%）となっている。 






1 位販売・受注先から得る情報     
    観測値数  構成比（％） 
製品等の販売市場・販売先に関する情報  967  77.61
製品等の技術分野に関する情報  618  49.60 
仕入品市場・他の仕入先に関する情報  205  16.45
仕入品の技術分野に関する情報  120  9.63
同業者に関する情報  344  27.61
資金調達に関する情報  15  1.20 
人材調達・育成に関する情報  35  2.81
施策・公的支援に関する情報  21  1.69
地域の社会・経済状況に関する情報  184  14.77
計  1,246  100
1 位販売・受注先に与える情報     
    観測値数  構成比（％） 
製品等の販売市場・販売先に関する情報  360  30.80
製品等の技術分野に関する情報  838  71.69
仕入品市場・他の仕入先に関する情報  212  18.14
仕入品の技術分野に関する情報  216  18.48
同業者に関する情報  247  21.13
資金調達に関する情報  15  1.28
人材調達・育成に関する情報  27  2.31
施策・公的支援に関する情報  16  1.3730 
 
地域の社会・経済状況に関する情報  130  11.12
計  1,169  100
 
(2)  1 位仕入・外注先企業の属性と回答企業との関係 









所 在 地           
    東京都  神奈川県  大阪府  静岡県 
都道府県  観測値数 構成比(%)  観測値数 構成比(%) 観測値数 構成比(%) 観測値数  構成比(%)
北海道  0  0.00   1  0.13  1  0.34  0  0.00 
青森県  0  0.00   1  0.13  0  0.00  0  0.00 
岩手県  1  0.20   1  0.13  0  0.00  0  0.00 
宮城県  3  0.59   2  0.27  0  0.00  0  0.00 
秋田県  2  0.40   1  0.13  0  0.00  0  0.00 
山形県  2  0.40   4  0.54  0  0.00  0  0.00 
福島県  1  0.20   2  0.27  0  0.00  0  0.00 
茨城県  4  0.79   4  0.54  1  0.34  0  0.00 
栃木県  3  0.59   5  0.67  0  0.00  0  0.00 
群馬県  5  0.99   5  0.67  0  0.00  0  0.00 
埼玉県  12  2.37   15  2.02  2  0.69  1  0.33 
千葉県  8  1.58   5  0.67  0  0.00  0  0.00 
東京都  200  39.53   177  23.89  17  5.86  19  6.31 
神奈川県  28  5.53   152  20.51  0  0.00  0  0.00 
新潟県  3  0.59   4  0.54  2  0.69  0  0.00 
富山県  1  0.20   1  0.13  0  0.00  0  0.00 
石川県  2  0.40   1  0.13  2  0.69  1  0.33 
福井県  0  0.00   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
山梨県  2  0.40   5  0.67  0  0.00  1  0.33 
長野県  6  1.19   5  0.67  0  0.00  0  0.00 
岐阜県  0  0.00   1  0.13  0  0.00  1  0.33 
静岡県  3  0.59   4  0.54  0  0.00  130  43.19 
愛知県  6  1.19   5  0.67  2  0.69  23  7.64 
三重県  1  0.20   0  0.00  1  0.34  2  0.66 
滋賀県  0  0.00   0  0.00  3  1.03  0  0.00 
京都府  1  0.20   0  0.00  4  1.38  0  0.00 
大阪府  9  1.78   8  1.08  90  31.03  4  1.33 31 
 
兵庫県  2  0.40   6  0.81  8  2.76  1  0.33 
奈良県  0  0.00   0  0.00  1  0.34  0  0.00 
和歌山県  0  0.00   0  0.00  0  0.00  1  0.33 
鳥取県  1  0.20   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
島根県  0  0.00   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
岡山県  0  0.00   0  0.00  3  1.03  0  0.00 
広島県  0  0.00   0  0.00  0  0.00  2  0.66 
山口県  0  0.00   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
徳島県  0  0.00   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
香川県  1  0.20   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
愛媛県  0  0.00   1  0.13  0  0.00  1  0.33 
高知県  0  0.00   1  0.13  0  0.00  0  0.00 
福岡県  1  0.20   2  0.27  0  0.00  0  0.00 
佐賀県  0  0.00   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
長崎県  1  0.20   1  0.13  1  0.34  0  0.00 
熊本県  0  0.00   0  0.00  1  0.34  0  0.00 
大分県  0  0.00   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
宮崎県  0  0.00   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
鹿児島県  1  0.20   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
沖縄県  1  0.20   1  0.13  0  0.00  0  0.00 
              
中国  1  0.20   8  1.08  5  1.72  1  0.33 
米国  1  0.20   4  0.54  0  0.00  0  0.00 
韓国  0  0.00   3  0.40  0  0.00  0  0.00 
台湾  1  0.20   2  0.27  0  0.00  0  0.00 
英国  0  0.00   1  0.13  0  0.00  0  0.00 
タイ  0  0.00   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
カナダ  0  0.00   0  0.00  0  0.00  0  0.00 
その他海外  1  0.20   1  0.13  1  0.34  0  0.00 
不明  191  37.75   301  40.62  145  50.00  113  37.54 
計  506  100   741  100  290  100 301  100
 













観測値数  187  306  201  148  135  79  84  1,140 
構成比(%)  16.4 26.84  17.63 12.98 11.84 6.93 7.37  100




    2 年以下  5 年以下  10 年以下  15 年以下  20 年以下  30 年以下  30 年超  計 
観測値数  30  97  199  162  199  231  271  1,189 
構成比(%)  2.52 8.16  16.74 13.62 16.74 19.43  22.79 100




    観測値数 構成比（％）
非鉄金属  73 6.37
金属製品  163 14.22
一般機械器具  54 4.71
電気機械器具  61 5.32
情報通信機械器具 1 1 0 . 9 6
電子部品・デバイス  30 2.62
輸送用機械器具  28 2.44
精密機械器具  38 3.32
食料品・飲料・たばこ・飼料2 6 2 . 2 7
繊維  37 3.23
木材・木製品  31 2.71
パルプ・紙・紙加工品  29 2.53
印刷・同関連  24 2.09
化学  27 2.36
石油製品・石炭製品  15 1.31
プラスチック製品  55 4.80 
ゴム製品  7  0.61
なめし革・同製品・毛皮  1  0.09
窯業・土石製品  5  0.44
鉄鋼  100 8.73
その他製造業  71 6.20 
農林漁業  2  0.17
鉱業  0  0
建設業  11 0.96
電気・ガス・熱供給・水道業 9  0.79
情報通信業  8  0.70 
運輸業  2  0.17
卸売業  127 11.08
小売業  32 2.79
金融・保険業  0  0
不動産業  0  0
飲食店・宿泊業  0  0
医療・福祉  0  0
教育・学習支援業  1  0.09
サービス業  4  0.35
その他  64 5.58




    20％以下  40％以下  60％以下  80％以下  80％超  計 
観測値数  462  400  161  86  46  1,155 
構成比(%)  40.00   34.63  13.94 7.45 3.98 100 
表 48 では、1 位仕入・外注先企業からの仕入・外注額が回答企業の仕入高に占める割合








    観測値数  構成比(%) 
親会社  31  2.93
子会社  37  3.50 
系列会社  43  4.07
技術提携先  47  4.45
自社にとって取引先の技術商品が不可欠  620  58.66
自社の技術・商品が取引先にとって不可欠  100  9.46
自社が人材を派遣する先  2  0.19
自社が人材を受け入れる先  9  0.85
自社が資金繰り支援を行う先  3  0.28
自社が資金繰り支援を受ける先  2  0.19
自社が取引に必要な設備投資を行っている  19  1.80 
その他  191  18.07










廻し手形  計 
観測値数  782  359  17  57  102  1,148 
構成比(%)  68.12  31.27 1.48 4.97 8.89  100



















    請求書の受取り後に銀行振込 手形  計 
訪問有  418  213  637 
    65.62 33.44 100 
訪問無  325  131  453 
    71.74 28.92 100 
計  743  344  1,090 
    68.17 31.56 100 
表 52 では、1 位仕入・外注先との情報交換の頻度を集計している。面談、電話・ファク
















①面談の回数  114  295  233  355  95  53  59  1,204 
    9.47  24.50 19.35 29.49 7.89 4.40   4.90  100
②電話・ファクスの回数  357  468  194  114  21  19  28  1,201 
    29.73  38.97 16.15 9.49 1.75 1.58  2.33 100
③電子メールの回数  177  274  124  103  26  21  226  951 
    18.61  28.81 13.04 10.83 2.73 2.21  23.76 100











    観測値数 構成比(%)
製品等の販売市場・販売先に関する情報  293  25.72
製品等の技術分野に関する情報  357  31.34
仕入品市場・他の仕入先に関する情報  549  48.20
仕入品の技術分野に関する情報  465  40.83
同業者に関する情報  372  32.66
資金調達に関する情報  15  1.32
人材調達・育成に関する情報  25  2.19
施策・公的支援に関する情報  12  1.05
地域の社会・経済状況に関する情報  166  14.57
計  1,139  100
1 位仕入・外注先に与える情報 
    観測値数 構成比(%)
製品等の販売市場・販売先に関する情報  380  35.58
製品等の技術分野に関する情報  391  36.61
仕入品市場・他の仕入先に関する情報  322  30.15
仕入品の技術分野に関する情報  351  32.87
同業者に関する情報  295  27.62
資金調達に関する情報  28  2.62
人材調達・育成に関する情報  28  2.62
施策・公的支援に関する情報  29  2.72
地域の社会・経済状況に関する情報  146  13.67





る。表 54 では、1 位販売・受注先からの代金受取に手形を用いているか、1 位仕入・外注
先への代金支払に手形を用いているかを、全体と企業規模別に集計している。全体では、
支払にも受取にも手形を用いる企業の比率は19%、 いずれにも手形を用いない企業は45%、
支払のみ手形を用いる企業は 13%、受取のみ手形を用いる企業は 23%いることが分かる。 
  支払時には振込などで早く払う一方で、受取には手形を用いているために資金繰りが厳









販売、仕入先への手形使用の有無（全体、規模別）   
    1 位仕入・外注先への支払に手形を使用
     な し   あ り   計  
1 位販売・受注先からの受
取に手形を使用 
なし  503  144  647 
    45.11  12.91  58.03 
あり  261  207  468 
    23.41  18.57  41.97 
  計  764  351  1115 
      68.52  31.48  100.00 
       
従業員数 0～5 人  1 位仕入・外注先への支払に手形を使用
     な し   あ り   計  
1 位販売・受注先からの受
取に手形を使用 
なし  159  19  178 
    53.00  6.33  59.33 
あり  85  37  122 
    28.33  12.33  40.67 
  計  244  56  300 
      81.33  18.67  100.00 
       
6～20 人    1 位仕入・外注先への支払に手形を使用
     な し   あ り   計  
1 位販売・受注先からの受
取に手形を使用 
なし  218  68  286 
    44.22  13.79  58.01 
あり  114  93  207 
    23.12  18.86  41.99 
  計  332  161  493 
      67.34  32.66  100.00 
21～50 人    1 位仕入・外注先への支払に手形を使用
     な し   あ り   計  
1 位販売・受注先からの受
取に手形を使用 
なし  80  35  115 
    38.46  16.83  55.29 
あり  41  52  93 
    19.71  25.00  44.71 
  計  121  87  208 
      58.17  41.83  100.00 
       
51 人～    1 位仕入・外注先への支払に手形を使用
     な し   あ り   計  
1 位販売・受注先からの受
取に手形を使用 
なし  41  19  60 
    41.41  19.19  60.61 
あり  15  24  39 
    15.15  24.24  39.39 
  計  56  43  99 
      56.57  43.43  100.00 37 
 
第 4 節  金融機関との関係 
本節では、現在の借入額 1 位、2 位の金融機関との取引関係について調べる。 
 
表 55 
借入額 1 位金融機関             




観測値数  347  264  23  573  27  136  1,370 
構成比(%)  25.33  19.27 1.68 41.82 1.97  9.93 100
借入額 2 位の金融機関             




観測値数  271  202  14  274  19  180  960 
構成比(%)  28.23  21.04 1.46 28.54 1.98  18.75 100
 表 55 では、1 位、2 位金融機関の業態を集計している。1 位金融機関として最も多く挙げ
られているのは信用金庫（42%）であり、以下、大手銀行（25%）、地方銀行(19%)、政府
系金融機関(10%)と続く。企業規模毎に取引する金融機関業態の比率は大きく変動する。20
人以下の企業では信用金庫が 4 割以上を占め、最も比率が高い。21 人以上の企業では大手





2 位金融機関として最も多く挙げられているのも信用金庫 （29%） であるが、 大手銀行 （28%）
も大きな比率を占め、地方銀行（21%）、政府系金融機関（19%）が続く。 
表 56 
借入額 1 位金融機関           
    20％以下  40％以下  60％以下  80％以下  80％超  計 
観測値数  103  144  271  216  327  1,061 
構成比(%)  9.71 13.57  25.54 20.36 30.82 100 
借入額 2 位の金融機関           
    20％以下  40％以下  60％以下  80％以下  80％超  計 
観測値数  368  332  60  6  5  771 
構成比(%)  47.73 43.06  7.78 0.78 0.65 100 
 表 56 では、1 位、2 位金融機関における借入額残高シェアを集計している。1 位金融機関
からの借入額シェアは、80%超（31%）の企業が最も多く、40～60%（26%）、60～80%(20%)
がこれに続く。1 位金融機関からの借入に集中している度合いが大きい。規模別に見ても、




借入額 1 位金融機関               
    2 年以下  5 年以下  10 年以下 15 年以下 20 年以下 30 年以下 30 年超  計 
観測値数  34  100  193  123  175  250  473  1,348 
構成比(%)  2.52 7.42  14.32 9.12 12.98 18.55 35.09  100
借入額 2 位の金融機関               
    2 年以下  5 年以下  10 年以下 15 年以下 20 年以下 30 年以下 30 年超  計 
観測値数  44  108  172  107  130  141  235  937 
構成比(%)  4.70 11.53  18.36 11.42 13.87 15.05 25.08  100
 表57 では、取引年数を集計している。1 位、2 位金融機関ともに最も多いのが、取引年
数が 30 年超というものである。販売先、仕入先との取引関係と同様、金融機関とも長期に
わたって取引を行っていることが分かる。 
 表 58 では、最近 1 年間における借入申し込みへの対応を集計している。2008 年 12 月か
ら 2009 年 12 月までという金融危機の影響が深刻とされている期間中に、 1 位金融機関との
関係で、拒絶された企業が 4%、減額されたが貸出された企業が 7%と、何らかの形で申込
額どおりに借入ができなかった企業が 1 割強存在する。一方、申込額どおりに貸出された
企業が 47%、 増額セールスを受けた企業が 12%と、 借入に制約が加わらなかった企業が約 6




借入額 1 位金融機関           





増額セールス 申込せず  計 
観測値数  55  91  627  166  391  1,330 
構成比(%)  4.14  6.84 47.14 12.48 29.40   100
借入額 2 位の金融機関           





増額セールス 申込せず  計 
観測値数  44  51  420  114  318  947 








融機関の貸出態度を厳しくさせる。表 59 では、販売・受注先や仕入・外注先数の減少傾向39 
 




 表 59 
    最近１０年間の販売・受注先数の変化 
        減少  増加／横ばい
借入額１位金融機関の貸出態度 
厳格化  65  77 
非厳格化  374  781 
    厳格化率(%)  14.81  8.97 
借入額 2 位金融機関の貸出態度 
厳格化  39  51 
非厳格化  251  581 
    厳格化率(%)  13.45  8.07 
        
    最近１０年間の仕入・外注先企業数の変化 
        減少  増加／横ばい
借入額１位金融機関の貸出態度 
厳格化  56  74 
非厳格化  322  790 
    厳格化率(%)  14.81  8.56 
借入額 2 位金融機関の貸出態度 
厳格化  34  51 
非厳格化  223  582 
    厳格化率(%)  13.23  8.06 
表 60 
借 入 額 1 位 金 融 機 関         
⑥担当者との面談間隔        
    7 日以下  14 日以下  21 日以下 30 日以下 60 日以下 60 日超  計 
観測値数  216  172  134  313  60  86  981 
構成比(%)  22.02  17.53  13.66 31.91 6.12 8.77 100 
借 入 額 2 位 の 金 融 機 関         
⑥担当者との面談間隔        
    7 日以下  14 日以下  21 日以下 30 日以下 60 日以下 60 日超  計 
観測値数  103  80  95  252  49  94  673 
構成比(%)  15.30  11.89  14.12 37.44 7.28 13.97 100 
表 60 では、金融機関担当者との面談間隔を集計している。1 位金融機関との関係におい
て最も比率が高いのが、間隔が 3 週間超 1 ヶ月以下(32%)であるとする企業であり、1 週間









(79%)であり、 金融機関からの情報提供 （39%） 、 従業員の給与振込(25%)、 個人資産運用(16%)
が続く。 
表 61 















観測値数  971  561  269  15  82  431  1,191 
構成比(%)  81.53  47.10  22.59 1.26 6.88 36.19  100















観測値数  590  189  122  5  56  292  749 
構成比(%)  78.77  25.23  16.29 0.67 7.48 38.99  100
 
 










言われることが多い。今回の回答企業においては、社歴が 10 年以下、20 年以下の企業がそ
れぞれ、8%、20%存在している。産業集積で開業したこれらの企業が、現在、集積内でど
のような関係を他の企業と築いているかに注目する。 
  一方で、今回の回答企業では、社歴 51 年以上の企業が全体の 25%を占めるなど、老舗企
業も多い。新規開業企業とこれら企業が企業間のつながりにおいてどのように異なるのか、
業種の違い以上の差異が存在するのかに注目する。以下では、企業年齢階層とのクロス集
計結果に基づいて、興味深いと思われた点を挙げる。社歴 10 年以下を新規開業企業、71 年
以上を老舗企業と呼ぶ。 
まず、表 62 で地域別の年齢分布をみると、東大阪、大田区では新規開業企業の比率が、









0～10 年  9  37  13  88  147 
    3.19   12.54  4.44  9.94  8.38  
11～20 年  26  41  18  111  196 
    9.22   13.90  6.14  12.54  11.17  
21～30 年  28  56  45  139  268 
    9.93   18.98  15.36  15.71  15.27  
31～40 年  59  57  54  191  361 
    20.92   19.32  18.43  21.58  20.57  
41～50 年  69  44  61  166  340 
    24.47   14.92  20.82  18.76  19.37  
51～70 年  72  37  80  141  330 
    25.53   12.54  27.30  15.93  18.80  
71 年～  19  23  22  49  113 
    6.74   7.80  7.51  5.54  6.44  
計  282  295  293  885  1755 



















0～10 年  4  13  8  17  3  8  6  17 
    2.76 8.97  5.52 11.72 2.07 5.52 4.14  11.72
11～20 年  5  20  14  31  4  8  2  16 
    2.56 10.26  7.18 15.9 2.05 4.10 1.03  8.21
21～30 年  8  27  16  25  3  6  23  24 
    3.05 10.31  6.11 9.54 1.15 2.29 8.78  9.16
31～40 年  8  58  27  52  7  13  20  27 
    2.26 16.38  7.63 14.69 1.98 3.67 5.65  7.63
41～50 年  12  73  18  23  7  5  25  25 
    3.57 21.73  5.36 6.85 2.08 1.49 7.44  7.44
51～70 年  16  64  37  38  4  3  22  23 
    4.89 19.57  11.31 11.62 1.22 0.92 6.73  7.03
7 1 年 ～   7   2 1   7  7  1  2  8  5  
    6.31 18.92  6.31 6.31 0.90 1.80 7.21  4.50
計  60  276  127  193  29  45  106  137 
    3.47 15.95  7.34 11.16 1.68 2.6 6.13  7.92



















0～10 年  6  6  1  1  7  3  0  5 
    4.14 4.14  0.69 0.69 4.83 2.07 0  3.45
11～20 年  10  11  4  2  8  1  0  13 
    5.13 5.64  2.05 1.03 4.1 0.51 0  6.67
21～30 年  9  7  7  1  17  6  0  16 
    3.44 2.67  2.67 0.38 6.49 2.29 0  6.11
31～40 年  11  10  9  5  19  2  2  24 
    3.11 2.82  2.54 1.41 5.37 0.56 0.56  6.78
41～50 年  8  7  9  7  14  2  2  31 
    2.38 2.08  2.68 2.08 4.17 0.60 0.60  9.23
51～70 年  9  8  14  6  13  8  2  11 
    2.75 2.45  4.28 1.83 3.98 2.45 0.61  3.36
7 1 年 ～   1 1   8  3  1  3  3  0  3  
    9.91 7.21  2.70 0.90 2.70 2.70 0  2.70
計  64  57  47  23  81  25  6  103 
    3.7 3.29  2.72 1.33 4.68 1.45 0.35  5.95
         










計   
0～10 年  0  0  0  0  24  16  145   
    0 0  0 0 16.55 11.03 100   
11～20 年  1  0  3  1  23  18  195   
    0.51 0  1.54 0.51 11.79 9.23 100   
21～30 年  1  2  3  5  42  14  262   
    0.38 0.76  1.15 1.91 16.03 5.34 100   
31～40 年  1  0  3  10  31  15  354   
    0.28 0  0.85 2.82 8.76 4.24 100   
41～50 年  3  0  6  10  37  12  336   
    0.89 0  1.79 2.98 11.01 3.57 100   
51～70 年  1  0  3  8  26  11  327   
    0.31 0  0.92 2.45 7.95 3.36 100   
71 年～  1  0  2  2  11  5  111   
    0.90 0  1.80 1.80 9.91 4.50 100   
計  8  2  20  36  194  91  1,730   








    減少  やや減少  横ばい  やや増加  増加  計 
0～10 年  50  20  23  29  15  137 
    36.50  14.60  16.79 21.17 10.95 100 
11～20 年  112  35  21  13  13  194 
    57.73  18.04  10.82 6.70 6.70 100 
21～30 年  159  48  35  18  6  266 
    59.77  18.05  13.16 6.77 2.26 100 
31～40 年  233  51  44  19  9  356 
    65.45  14.33  12.36 5.34 2.53 100 
41～50 年  229  58  22  19  7  335 
    68.36  17.31  6.57 5.67 2.09 100 
51～70 年  198  63  38  16  10  325 
    60.92  19.38  11.69 4.92 3.08 100 
71 年～  64  20  13  8  5  110 
    58.18  18.18  11.82 7.27 4.55 100 
計  1,045  295  196  122  65  1,723 
    60.65  17.12  11.38 7.08 3.77 100 






地域における他社との交流（活動への参加）   










0～10 年  28  36  41  8  26  24  41  85 
    32.94  42.35  48.24 9.41 30.59 28.24  48.24 100
11～20 年  43  41  50  11  32  26  42  111 
    38.74  36.94  45.05 9.91 28.83 23.42  37.84 100
21～30 年  59  59  56  10  40  24  34  144 
    40.97  40.97  38.89 6.94 27.78 16.67  23.61 100
31～40 年  97  96  91  16  65  58  41  221 
    43.89  43.44  41.18 7.24 29.41 26.24  18.55 100
41～50 年  113  122  105  20  48  51  49  225 
    50.22  54.22  46.67 8.89 21.33 22.67  21.78 100
51～70 年  152  169  120  21  70  62  37  250 
    60.80  67.60  48.00 8.40 28.00 24.80  14.80 100
71 年～  47  68  39  5  18  15  18  85 
    55.29  80.00  45.88 5.88 21.18 17.65  21.18 100
計  539  591  502  91  299  260  262  1,121 
    48.08  52.72  44.78 8.12 26.67 23.19  23.37 10044 
 
地域における他社との交流（中心的な役割）           










0～10 年  1  6  6  1  1  0  9  16 
    6.25  37.50  37.50 6.25 6.25 0  56.25 100
11～20 年  4  5  3  1  2  1  7  16 
    25.00  31.25  18.75 6.25 12.50 6.25  43.75 100
21～30 年  0  9  7  3  3  1  11  25 
    0  36.00  28.00 12.00 12.00 4.00  44.00 100
31～40 年  8  8  6  0  0  1  8  24 
    33.33  33.33  25.00 0 0 4.17  33.33 100
41～50 年  18  26  16  2  1  2  9  52 
    34.62  50.00  30.77 3.85 1.92 3.85  17.31 100
51～70 年  17  27  13  3  2  2  6  51 
    33.33  52.94  25.49 5.88 3.92 3.92  11.76 100
71 年～  6  25  6  2  2  3  4  33 
    18.18  75.76  18.18 6.06 6.06 9.09  12.12 100
計  54  106  57  12  11  10  54  217 







    仕入・外注先  販売・受注先  同業者 
    はい  いいえ  計  はい  いいえ  計  はい  いいえ  計 
0～10 年  45  45  90  53  45  98  22  60  82 
    50.00  50.00  100 54.08 45.92  100 26.83  73.17 100
11～20 年  66  57  123  72  53  125  23  75  98 
    53.66  46.34  100 57.6 42.4 100 23.47  76.53 100
21～30 年  74  86  160  98  77  175  40  104  144 
    46.25  53.75  100 56.00 44.00 100 27.78  72.22 100
31～40 年  83  131  214  107  114  221  45  146  191 
    38.79  61.21  100 48.42 51.58  100 23.56  76.44 100
41～50 年  91  113  204  101  117  218  36  141  177 
    44.61  55.39  100 46.33 53.67  100 20.34  79.66 100
51～70 年  75  155  230  113  132  245  40  166  206 
    32.61  67.39  100 46.12 53.88  100 19.42  80.58 100
71 年～  31  40  71  47  36  83  14  53  67 
    43.66  56.34  100 56.63 43.37  100 20.9  79.1 100
計  465  627  1,092  591  574  1,165  220  745  965 
    42.58  57.42  100 50.73 49.27  100 22.80  77.20 100
               45 
 
    それ以外の民間企業  大学（短大・高専含む）  公的研究機関 
    はい  いいえ  計  はい  いいえ  計  はい  いいえ  計 
0～10 年  14  61  75  21  61  82  9  64  73 
    18.67  81.33  100 25.61 74.39 100 12.33  87.67 100
11～20 年  16  76  92  16  78  94  12  82  94 
    17.39  82.61  100 17.02 82.98 100 12.77  87.23 100
21～30 年  20  110  130  27  112  139  22  115  137 
    15.38  84.62  100 19.42 80.58 100 16.06  83.94 100
31～40 年  27  144  171  23  157  180  19  154  173 
    15.79  84.21  100 12.78 87.22 100 10.98  89.02 100
41～50 年  21  146  167  19  155  174  19  149  168 
    12.57  87.43  100 10.92 89.08 100 11.31  88.69 100
51～70 年  19  178  197  15  178  193  18  177  195 
    9.64  90.36  100 7.77 92.23 100 9.23  90.77 100
71 年～  13  52  65  14  51  65  12  55  67 
    20.00  80.00  100 21.54 78.46 100 17.91  82.09 100
計  130  767  897  135  792  927  111  796  907 
    14.49  85.51  100 14.56 85.44 100 12.24  87.76 100
表 67 で企業への直接訪問についてみると、新規開業企業は、同業者を訪問する比率が低
い。同業者を多く訪問するのは、社歴が 31～50 年の企業、信頼関係のある企業を多く訪問
するのは、社歴が 51 年以上の企業である。 
表 67 




その他  計 
0～10 年  54  54  17  6  1  78 
    69.23  69.23 21.79 7.69 1.28  100
11～20 年  85  76  22  15  1  116 
    73.28  65.52 18.97 12.93 0.86  100
21～30 年  112  95  44  11  3  147 
    76.19  64.63 29.93 7.48 2.04  100
31～40 年  149  140  76  23  5  211 
    70.62  66.35 36.02 10.90 2.37  100
41～50 年  137  107  76  26  3  184 
    74.46  58.15 41.30 14.13 1.63  100
51～70 年  145  131  54  34  1  191 
    75.92  68.59 28.27 17.80 0.52  100
71 年～  41  40  16  9  1  59 
    69.49  67.80 27.12 15.25 1.69  100
計  723  643  305  124  15  986 
    73.33  65.21 30.93 12.58 1.52  100
表 68 で最近 10 年間における販売先数の変化についてみると、新規開業企業では、増加





最近 10 年間における販売・受注先企業総数の変化       
    減少  やや減少  横ばい  やや増加  増加  計 
0～10 年  14  21  46  30  25  136 
    10.29 15.44  33.82 22.06 18.38 100 
11～20 年  33  20  69  39  27  188 
    17.55 10.64  36.70  20.74 14.36 100 
21～30 年  45  46  90  46  31  258 
    17.44 17.83  34.88 17.83 12.02 100 
31～40 年  71  63  118  68  25  345 
    20.58 18.26  34.20  19.71 7.25 100 
41～50 年  61  73  96  69  26  325 
    18.77 22.46  29.54 21.23 8.00  100 
51～70 年  44  64  126  65  27  326 
    13.50   19.63  38.65 19.94 8.28 100 
71 年～  17  20  39  23  11  110 
    15.45 18.18  35.45 20.91 10.00  100 
計  285  307  584  340  172  1,688 
    16.88 18.19  34.60  20.14 10.19 100 
        
最近 10 年間における販売・受注先企業総数の変化（所在市区内）     
    減少  やや減少  横ばい  やや増加  増加  計 
0～10 年  17  15  71  12  8  123 
    13.82 12.20   57.72 9.76 6.50  100 
11～20 年  29  22  81  15  10  157 
    18.47 14.01  51.59 9.55 6.37 100 
21～30 年  41  41  110  17  7  216 
    18.98 18.98  50.93 7.87 3.24 100 
31～40 年  68  54  148  25  5  300 
    22.67 18.00   49.33 8.33 1.67 100 
41～50 年  56  55  134  29  6  280 
    20.00   19.64  47.86 10.36 2.14 100 
51～70 年  40  49  164  21  8  282 
    14.18 17.38  58.16 7.45 2.84 100 
71 年～  20  21  48  6  1  96 
    20.83 21.88  50.00  6.25 1.04 100 
計  271  257  756  125  45  1,454 
    18.64 17.68  51.99 8.60  3.09 100 






1 位販売・受注先企業従業員数      










0～10 年  7  20  10  7  11  15  29  99 
    7.07  20.2  10.1 7.07 11.11 15.15 29.29  100 
11～20 年  10  11  20  18  23  22  39  143 
    6.99  7.69  13.99 12.59 16.08 15.38 27.27  100 
21～30 年  11  18  20  19  37  40  45  190 
    5.79  9.47  10.53 10.00 19.47 21.05 23.68  100 
31～40 年  9  19  36  22  51  35  65  237 
    3.80  8.02  15.19 9.28 21.52 14.77 27.43  100 
41～50 年  12  30  29  19  48  43  68  249 
    4.82  12.05  11.65 7.63 19.28 17.27 27.31  100 
51～70 年  10  16  25  32  35  35  81  234 
    4.27  6.84  10.68 13.68 14.96 14.96 34.62  100 
71 年～  2  2  12  6  13  15  29  79 
    2.53  2.53  15.19 7.59 16.46 18.99 36.71  100 
計  61  116  152  123  218  205  356  1,231 
    4.96  9.42  12.35 9.99 17.71 16.65 28.92  100 
1 位販売・受注先への販売・受注額が総売上高に占める割合     
    20％以下  40％以下  60％以下 80％以下 80％超  計     
0～10 年  32  31  17  13  9  102     
    31.37  30.39  16.67 12.75 8.82 100    
11～20 年  36  54  27  17  10  144     
    25.00  37.5  18.75 11.81 6.94 100    
21～30 年  45  50  29  28  35  187     
    24.06  26.74  15.51 14.97 18.72 100    
31～40 年  63  84  51  28  17  243     
    25.93  34.57  20.99 11.52 7.00  100    
41～50 年  82  71  48  39  18  258     
    31.78  27.52  18.6 15.12 6.98 100    
51～70 年  74  78  45  27  16  240     
    30.83  32.50  18.75 11.25 6.67 100    
71 年～  33  25  9  10  3  80     
    41.25  31.25  11.25 12.50 3.75 100    
計  365  393  226  162  108  1,254     
    29.11  31.34  18.02 12.92 8.61 100    
1 位仕入・外注先企業従業員数       










0～10 年  17  22  14  15  9  8  8  93 
    18.28  23.66  15.05 16.13 9.68 8.60 8.60  100 
11～20 年  22  40  21  17  19  6  7  132 
    16.67  30.3  15.91 12.88 14.39 4.55 5.30  100 48 
 
21～30 年  27  45  29  23  27  9  11  171 
    15.79  26.32  16.96 13.45 15.79 5.26 6.43  100 
31～40 年  41  64  34  23  17  13  16  208 
    19.71  30.77  16.35 11.06 8.17 6.25 7.69  100 
41～50 年  45  61  33  26  28  15  11  219 
    20.55  27.85  15.07 11.87 12.79 6.85 5.02  100 
51～70 年  25  54  51  26  19  19  25  219 
    11.42  24.66  23.29 11.87 8.68 8.68 11.42  100 
71 年～  7  15  14  15  14  6  2  73 
    9.59  20.55  19.18 20.55 19.18 8.22 2.74  100 
計  184  301  196  145  133  76  80  1,115 
    16.5  27.00  17.58 13.00 11.93 6.82 7.17  100 
1 位仕入・外注先への仕入・外注額が総仕入高に占める割合     
    20％以下  40％以下  60％以下 80％以下 80％超  計     
0～10 年  35  26  17  11  8  97     
    36.08  26.8  17.53 11.34 8.25 100    
11～20 年  57  46  17  11  3  134     
    42.54  34.33  12.69 8.21 2.24 100    
21～30 年  69  63  22  10  7  171     
    40.35  36.84  12.87 5.85 4.09 100    
31～40 年  82  68  28  24  12  214     
    38.32  31.78  13.08 11.21 5.61 100    
41～50 年  87  79  35  13  8  222     
    39.19  35.59  15.77 5.86 3.60 100    
51～70 年  89  78  31  10  7  215     
    41.40  36.28  14.42 4.65 3.26 100    
71 年～  36  24  8  5  1  74     
    48.65  32.43  10.81 6.76 1.35 100    
計  455  384  158  84  46  1,127     
    40.37  34.07  14.02 7.45 4.08 100    













廻し手形  計 
0～10 年  73  23  1  5  2  99 
    73.74  23.23 1.01 5.05 2.02  100
11～20 年  106  44  1  7  2  141 
    75.18  31.21 0.71 4.96 1.42  100
21～30 年  120  82  2  8  5  189 
    63.49  43.39 1.06 4.23 2.65  100
31～40 年  156  116  2  9  4  239 49 
 
    65.27  48.54 0.84 3.77 1.67  100
41～50 年  172  106  0  16  7  253 
    67.98  41.9 0 6.32 2.77  100
51～70 年  149  115  0  9  8  231 
    64.50   49.78 0 3.90  3.46  100
71 年～  58  33  0  4  1  81 
    71.60   40.74 0 4.94 1.23  100
計  834  519  6  58  29  1,233 
    67.64  42.09 0.49 4.70  2.35  100









廻し手形  計 
0～10 年  81  5  4  8  3  93 
    87.10   5.38 4.30  8.60  3.23  100
11～20 年  109  20  3  3  15  132 
    82.58  15.15 2.27 2.27 11.36  100
21～30 年  121  41  1  7  22  173 
    69.94  23.70  0.58 4.05 12.72  100
31～40 年  134  73  4  13  16  212 
    63.21  34.43 1.89 6.13 7.55  100
41～50 年  147  82  2  8  27  223 
    65.92  36.77 0.90  3.59 12.11  100
51～70 年  127  97  2  13  15  213 
    59.62  45.54 0.94 6.10  7.04  100
71 年～  43  34  1  3  2  75 
    57.33  45.33 1.33 4.00  2.67  100
計  762  352  17  55  100  1,121 
    67.98  31.40  1.52 4.91 8.92  100
表 71 
    大手銀行  地方銀行 
第 2 地方銀
行 




0～10 年  22  17  2  49  2  8  100 
    22.00   17.00   2.00  49.00  2.00  8.00   100
11～20 年  36  26  4  67  3  14  150 
    24.00   17.33  2.67 44.67 2.00  9.33  100
21～30 年  45  35  3  98  5  20  206 
    21.84  16.99  1.46 47.57 2.43 9.71  100
31～40 年  52  58  4  127  6  20  267 
    19.48  21.72  1.50  47.57 2.25 7.49  100
41～50 年  60  54  6  110  6  23  259 
    23.17  20.85  2.32 42.47 2.32 8.88  100
51～70 年  96  50  0  77  4  26  253 
    37.94  19.76  0 30.43 1.58 10.28  100
71 年～  25  19  2  22  0  18  86 
    29.07  22.09  2.33 25.58 0 20.93  10050 
 
計  336  259  21  550  26  129  1321 
    25.44  19.61  1.59 41.64 1.97 9.77  100
表 71 で 1 位金融機関業態と企業年齢との関係をみると、新規開業企業では、信用金庫の
比率が高く、社歴が長くなるにつれてその比率が低くなる傾向がはっきりしている。もっ
とも、新規開業企業でも、大手行が 1 位になっている比率は 22%とかなり高い。 















増額セールス 申込せず  計 
0～10 年  6  8  38  12  38  99 
    6.06  8.08 38.38 12.12 38.38  100
11～20 年  7  10  68  20  43  148 
    4.73  6.76 45.95 13.51 29.05  100
21～30 年  7  11  104  26  52  197 
    3.55  5.58 52.79 13.20  26.40   100
31～40 年  12  18  122  25  78  254 
    4.72  7.09 48.03 9.84 30.71  100
41～50 年  8  18  116  38  77  254 
    3.15  7.09 45.67 14.96 30.31  100
51～70 年  10  20  120  35  68  252 
    3.97  7.94 47.62 13.89 26.98  100
71 年～  3  5  39  16  18  80 
    3.75  6.25 48.75 20.00  22.50   100
計  53  90  607  172  374  1,284 
    4.13  7.01 47.27 13.40  29.13  100
表 73 で面談頻度をみると、新規開業企業では高くない。1 週間に 1 回以上面談する企業
の比率は、全体の 23%に対して 13%にとどまる一方、面談が 2 ヶ月に 1 回以下という比率












    7 日以下  14 日以下  21 日以下  30 日以下  60 日以下  60 日超  計 
0～10 年  9  12  6  22  8  13  70 
    12.86  17.14  8.57 31.43 11.43 18.57  100
11～20 年  20  13  18  44  10  9  114 
    17.54  11.40   15.79 38.6 8.77 7.89  100
21～30 年  34  28  24  45  1  8  140 
    24.29  20.00   17.14 32.14 0.71 5.71  100
31～40 年  39  34  30  65  12  9  189 
    20.63  17.99  15.87 34.39 6.35 4.76  100
41～50 年  48  32  18  49  12  18  177 
    27.12  18.08  10.17 27.68 6.78 10.17  100
51～70 年  45  35  26  56  11  15  188 
    23.94  18.62  13.83 29.79 5.85 7.98  100
71 年～  20  10  9  22  3  6  70 
    28.57  14.29  12.86 31.43 4.29 8.57  100
計  215  164  131  303  57  78  948 
















0～10 年  28  55  16  0  3  25  79 
    35.44  69.62 20.25 0 3.80   31.65  100
11～20 年  87  67  23  0  7  43  124 
    70.16  54.03 18.55 0 5.65 34.68  100
21～30 年  139  87  44  1  16  64  171 
    81.29  50.88 25.73 0.58 9.36 37.43  100
31～40 年  199  116  62  3  14  82  229 
    86.9  50.66 27.07 1.31 6.11 35.81  100
41～50 年  207  92  46  3  15  83  238 
    86.97  38.66 19.33 1.26 6.30   34.87  100
51～70 年  219  99  56  7  15  90  237 
    92.41  41.77 23.63 2.95 6.33 37.97  100
71 年～  62  31  16  1  10  35  77 
    80.52  40.26 20.78 1.30  12.99 45.45  100
計  941  547  263  15  80  422  1,155 
    81.47  47.36 22.77 1.30  6.93 36.54  100
 52 
 

























































ない。 むしろ、 それより社歴が短い企業における販売先数減少や業績の悪化が顕著である。 
 
  今回得られた結果は、単純集計もしくは規模別、企業年齢別、地域別の集計結果に基づ
くものであり、企業間のつながりや金融機関との関係について、複数の要素を説明変数と
して取り込んだ上での推計を行ったものではない。しかしながら、こうした集計でも、現
在の日本における製造業の集積が持つ特徴、抱えている問題点をある程度明らかにするこ
とができた。ここで得られた知見を踏まえ、今後、プロジェクトメンバーがさらなる分析
に取り組んでいく予定である。 